
様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 企画総務部 

部 局 長 名 山元 真二郎 

部の運営方針 ・第四次総合計画第２期実施計画は令和６年度から８年度までの３か年を計画期間とし、第１期実施計画からの継続性を踏まえ総合的かつ効

果的な行政経営を行っていくとともに、実施計画に位置づけた事業を適切に進行管理していきます。さらに、第２期「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」に位置づける施策や事業の着実な推進など人口減少対策に取り組みます。 

・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善に引き続き努めます。 

・湖北台地区公共施設の第２期整備について、令和８年度以降の跡地の活用などに向けた検討に着手します。 

・新たな文化交流拠点施設については、関係課と情報共有しながら、施設のあり方について検討していきます。 

・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り組みます。また、成田線の活性化に向けた取り組

みについては、沿線自治体６市町とＪＲ東日本と連携しながら進めていきます。 

・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用や事務の共同処理の拡大

など広域行政を一層進めます。また、東葛中部地区総合開発事務組合については、我孫子市より職員１名を派遣するとともに、今後の斎場

運営について検討していきます。さらに、手賀沼・手賀川を活かして交流人口の拡大を図る取り組みを、引き続き進めていきます。 

・連携協定を結んでいる大学や企業と連携し、相互連携の取り組みを充実していきます。 

・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 

・国際交流・多文化共生を推進するため、国際交流協会（ＡＩＲＡ）と連携し、在住外国人が安心して生活できるよう引き続き支援していきま

す。 

・行政施策の情報を広報あびこやホームページだけでなく、新聞、テレビ、ラジオ、SNS 等のさまざまな媒体を積極的に活用し、迅速かつ的

確に提供していきます。 

・市民ニーズを市政への手紙やメール、e モニター、市政ふれあい懇談会などを通じて把握し、関係部局等との調整を図りながら市政に反映し

ていきます。 

・若い世代の移住・定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に繰り返し、効果的に発信します。 

・情報公開制度に対応する文書管理として、ファイリングシステムにおける維持管理を徹底し、行政情報資料室等において市政に関する情報

を適切に公開します。 

・多様な採用方法や募集方法を検討し、優れた人材の確保に努めるとともに、職員研修の実施、人事評価や多面評価の活用、職員派遣や人事交



 

  

流の実施により、人材育成を図ります。さらに社会情勢や行政課題に的確に対応できるよう、継続して組織体制を見直し、柔軟で機能的な

組織としていきます。 

・働き方改革や新たな生活様式に対応するため多様な勤務体制を検討し、在宅勤務などテレワークの継続・活用を図ります。 

・事務処理誤りの発生を防止するため、作成した対応策（リスク評価及びリスク対応策）を継続するとともに、対応策に対する評価を行い、職

員一人ひとりのリスクマネジメントの取り組みを推進していきます。 

・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用

し、事業の民営化や委託化を進めます。 

・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行うとともに、市民サービスの利便

性向上や業務効率化に取り組みます。 

・行政手続きのオンライン化やキャッシュレス化、自治体の情報システムの標準化などＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を積極的

に推進します。また、マイナンバーカードの活用拡大に取り組みます。 

・ＤＸを推進するため、全庁的なＤＸに対する基礎的な共通理解の形成、実践意識の醸成を図り、人材育成に努めます。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 財政部 

部 局 長 名 中光 啓子 

部の運営方針 ・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・効果的に活用しながら、計

画的な予算の編成と執行を進めます。 

・予算編成では、歳出において扶助費や公債費などの増加が見込まれるため、歳入に見合った歳出が基本であるとの認識のもと、行政評価等

の連動と社会情勢も加味しながら、適切な経常的経費を見込んでいきます。 

・予算編成状況や決算状況、財務書類、財政白書、健全化判断比率等の公表など、市の財政状況を広報やホームページなどを通じて市民にわか

りやすくお知らせします。 

・市の歳入の根幹をなす市税の確保に向け、税目ごとに的確な賦課・徴収を行い、自主財源の確保に努めます。市税の徴収では、滞納整理等の

強化に向けた取り組みを進めます。また、個人市民税の特別徴収の推進に引き続き取り組むとともに、納付方法の拡充を図り徴収率の向上

に努めます。市税以外の収入では、ふるさと納税寄附金をより多く募るため、複数のポータルサイトを活用するとともに、寄附受入額の増

加に繋がるよう魅力ある返礼品の企画・発掘を進めます。また、市民による他自治体へのふるさと納税額の増加に伴い、市税の減収額が拡

大していることから、広報やホームページを通じて、減収の状況について広くお知らせしていきます。 

・財政調整基金の活用について長期的な視点も含めて検討し、持続可能な財政運用を目指します。 

・課税（非課税）証明書のコンビニ交付については、引き続き市民への周知に努めるとともに、令和５年３月から開始した各種税証明書の発行

手数料等のキャッシュレス決済への対応についても、あわせて周知していきます。 

・ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管理計画及び各所管部局において策定した個別施設計画を踏まえ、その基本方

針に沿って施設の適正な管理を推進します。 

・公有財産情報を一元管理することで、公有財産の有効活用と適正な管理を推進します。 

・契約制度を適切に運用し、さらに契約の適正化を図ります。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 市民生活部 

部 局 長 名 海老原 郁夫 

部の運営方針 〇激甚化する自然災害や新たな感染症など、市民の生命、身体及び財産に危険が及ぶ非常事態に迅速に対応できるよう、国・県・関係機関から

の情報収集及び適切な情報伝達に努めるとともに、防災体制の整備と危機管理体制の強化に取り組みます。 

・防災訓練の実施や防災リーダーなどの人材育成を推進し、防災・減災情報の積極的な提供を行うことにより、市民の防災意識の向上を図り、

自主防災組織の設置を自治会に働きかけます。また、防災力の向上を図るため、地域防災計画に基づく防災関連設備及び非常用備蓄品の計

画的な整備に取り組みます。 

・安全な避難行動に向けた周知活動に取り組むとともに、自治会・自主防災組織を中心に自助・共助の体制強化と地域防災力の向上を図りま

す。 

・災害時における要配慮者に対する支援方策を整備していくとともに、支援体制の強化を図ります。 

〇市民の防犯意識や地域防犯力の向上を図りながら、警察署等と連携し、犯罪の起こりにくい環境づくりに努めます。また、地域での防犯パ

トロール等自主的な防犯活動への支援を行います。 

〇「空家等対策計画」に基づき、適切な管理が行われていない空家等の対策に取り組みます。 

〇地域コミュニティ活性化の推進 

・地域活動の拠点となるコミュニティ施設の活用の充実を図るとともに、地域の様々な主体が連携する地域会議を通してコミュニティ活性化

を推進します。 

・地域住民の相互の交流・親睦が図れるように、自治会やまちづくり協議会の取り組みを支援します。 

〇市民公益活動の推進 

・「市民公益活動支援指針」に基づく推進施策に取り組み、市民が主体的に取り組む市民公益活動を支援します。 

〇総合窓口では「歩かせない・待たせない・迷わせない」を目標に、来庁者へのサービス向上と個人情報保護の徹底を図り、戸籍簿及び住民基

本台帳等を適正に維持管理します。 

〇マイナンバーカードの普及促進のため、カードの利活用を周知し、休日開庁や出張申請サービス等を継続していきます。また、今後マイナ

ンバーカードの電子証明書の有効期限を迎える市民が増えることから、更新手続きを各サービスセンターで行えるよう整備し、市民サービス

の向上に努めていきます。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 健康福祉部 

部 局 長 名 飯田 秀勝 

部の運営方針 〇第四次総合計画の基本目標を推進するため「第６次健康福祉総合計画」及び各部門の計画に基づき、施策や事業に取り組みます。また、計画

期間が令和６年度で終了することから、「第７次健康福祉総合計画（令和７年度から令和 11 年度）」を策定します。 

〇地域福祉施策は、すべての市民が、地域で安心して暮らせる「地域共生社会」を目指し、地域で共に支え合う意識の啓発や自治会・まちづく

り協議会との連携により、民生委員・児童委員の確保に取り組みます。また、「成年後見制度利用促進基本計画」及び「第 2 期自殺対策計

画」に基づき、権利擁護や自殺対策、孤立死対策に取り組みます。 

〇生活困窮者施策は、生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者への相談支援に取り組むことを継続します。また、生活保護制度利用者へ

の自立等の支援についても引き続き、関係機関と連携し取り組みます。 

〇障害者施策は、障害者が住み慣れた地域で自分らしく安心して生活ができるように、「第 4 期障害者プラン（障害者計画・障害福祉計画）」

に基づく事業を推進します。特に、障害者就労支援の関係機関と連携し、訓練の充実と雇用の促進を図ります。また、ＮＰＯ法人や社会福祉

法人等の関係機関と連携し、地域生活支援拠点等事業や相談支援体制、障害福祉サービス等の充実を図り、障害者の包括的な支援に取り組

みます。 

〇健康・医療施策は、健康寿命の延伸を目指し、健康づくり・食育・歯と口腔の各種計画を統合した「第２次心も身体も健康プラン」に基づく

各種事業を推進します。特に、病気の原因となる危険因子の一次予防を重要な取り組みとして位置付け、「自ら取り組む、みんなで続ける健

康づくり」を基本理念とし、市民一人ひとりが主体的な健康づくりに取り組みやすい環境づくりを進めるとともに、令和 6 年度で計画期間

が終了することから、「第３次心も身体も健康プラン（令和７年度から令和 1６年度）」を策定します。また、安心して妊娠・出産・子育て

ができるよう、ライフステージに応じた切れ目ない支援に取り組みます。さらに、関係機関と連携しながら、地域医療体制の充実を図ると

ともに、感染症対策に取り組みます。 

〇高齢者施策は、高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるように、「第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画」に基

づく事業を推進します。また、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活ができるよう、在宅医療と介護の連携、認知症対策、健康寿命

延伸施策を推進し、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括ケア体制の充実を図ります。さらに、地域住民をはじめとする多様な主

体がつながり、活動する地域共生の取組を推進します。 

〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的な取組を推進し、高齢者が生き生きと暮らすまちを目指します。 

〇国民健康保険事業は、被保険者が必要な医療を安心して受けられるように健全運営を目指し、保険税収納率の向上に取り組むとともに医療

費の適正化に努めます。特に、「第３期データヘルス計画」に基づいた保健事業を推進し、被保険者の健康増進に努めます。また、国民健康



 

  

保険の広域化については、引き続き、保険者である県と連携し円滑な運用を図ります。 

〇国民健康保険税及び後期高齢者医療保険料、介護保険料の多様な納付方法について周知し利便性の向上に努めます。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 子ども部 

部 局 長 名 星 範之 

部の運営方針 〇我孫子市第四次総合計画基本構想の基本目標３「子どもと子育てにあたたかいまちづくり」に基づき、若い世代が我孫子を選び、移り住ん

でもらえるよう、また、これからもずっと住み続けてもらえるよう子育て・子育ち支援施策を総合的に推進します。さらに、子ども・子育て

支援事業計画を兼ねた「第四次我孫子市子ども総合計画」の進行管理を行い、乳幼児期の保育と教育や地域の子ども子育て支援策の充実を

図ります。 

・第四次我孫子市子ども総合計画の性格を引き継ぎつつ、子ども・若者計画及び子どもの貧困対策計画を包括した「第五次我孫子市子ども総

合計画」（令和７年度～令和１１年度）を策定し、子育て・子育ち支援策の充実を図ります。 

・少子化対策として、結婚・妊娠・出産・子育て・子育ちへの切れ目ない支援を推進していきます。 

・子育て支援拠点施設を核とし、妊娠期からを視野に入れ、孤立せず安心して活き活きと子育てができる環境づくりに努めます。また、保育園

内に設置された子育て支援拠点施設と地域との連携をさらに密にすることで、地域の子育て力の向上を図り、多様な子育て支援事業を展開

します。 

・「第三次我孫子市保育園等整備計画（改訂版）」に基づき、保育園や認定こども園・幼稚園等の認可定員や利用定員の管理に努め、待機児童

ゼロを堅持し続ける体制づくりに取り組みます。 

・「我孫子市保育園等長寿命化計画」に基づき、公立保育園の安全及び衛生の確保をはじめとした維持管理を図ります。 

・市内の保育園や認定こども園・幼稚園等と連携し、子育てと就労の両立支援策の充実を図るとともに、乳幼児期に質の高い保育・教育等の提

供が受けられるよう指導・調整に努めます。さらに、育ちと学びの接続を重視し、幼児期教育と小学校教育との連携を推進します。 

・「第二次放課後子ども総合プラン行動計画」に基づき、学童保育室とあびっ子クラブ、それぞれの事業の目的に沿って、子ども達の放課後が

充実するよう施設の環境整備や質の向上に努めます。 

・「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の連携からより一歩前進させるため、「こども家庭センター」を設置しま

す。こども家庭センターでは、育児や家庭環境など子どもと家庭に関する相談やサポートプランの作成、児童虐待の早期発見・早期対応に

努めるとともに、関係機関との連携を強化し、支援を要する妊産婦等にも積極的に働きかけ指導・助言を行います。また、オレンジリボン運

動の推進など児童虐待防止の啓発活動に取り組んでいきます。 

・いじめ問題に対しては、教育委員会と連携し「いじめ問題防止対策連絡協議会」を開催し、関係機関相互の連携強化を図り、いじめ防止等の

対策を推進します。 

・子育てを応援するため、子ども医療費助成をはじめ子育て世帯に対する経済的な負担軽減を、引き続き推進します。 



 

  

・「第３期我孫子市子ども発達支援計画」に基づき、発達支援、家族支援、地域支援の充実と機能強化を図り、発達に支援が必要な子どもの乳

幼児期からの一貫した支援体制作りを推進していきます。そのため「療育・教育システム連絡会」において、関係機関との連携を深め、早期

発見からライフステージに応じた切れ目のない支援体制の構築を進めます。 

・発達に支援が必要な子どもが早期に適切な療育支援を受けられるよう、公平、適切、迅速に児童通所支援の利用決定を行うとともに、そのた

めの相談支援体制の充実を図ります。 

・子どもたちの生きる力を育むため、子どもの自然体験・生活体験事業の実施や青少年育成団体の活動を支援します。 



様式第 1号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 環境経済部 

部 局 長 名 山本康樹 

部の運営方針 ・手賀沼の美しい環境の再生を目指し、千葉県や関係機関・団体と連携し、手賀沼の水質浄化や啓発に取り組みます。 

・手賀沼親水広場については、水環境保全の啓発施設および環境保全型農業や地産地消等の農業拠点としての魅力を市内・外に発信し、交流

人口の拡大や地域の活性化を図ります。また、施設の管理・運営を充実させるとともに、修繕が必要な設備の補修・更新を進めます。 

・第二次環境基本計画に基づき、市民、事業者、市が連携した環境保全の取り組み、地球温暖化の対策の事業を推進します。 

・「あびこエコ・プロジェクト５」に基づき、市の事務事業が環境へ与える負荷の低減を図り、温室効果ガスの削減を進めます 

・「一般廃棄物処理計画」「我孫子市循環型社会形成推進地域計画」等に基づいた施策を展開し、ごみの減量化と再資源化を図ります。 

・新廃棄物処理施設の売電収入の適正管理と運営事業者のモニタリングを行うとともに、放射性物質を含む焼却灰等の適正処理に努めます。 

・（仮称）新資源化施設の整備方針に基づく詳細計画を策定するとともに、土壌汚染対策工事を含む旧クリーンセンター解体工事の設計を行

います。 

・大気汚染、土壌・地下水汚染、騒音、振動等の公害対策に取り組み、市民の快適な生活環境を守ります。 

・市民の不安を解消するため、全庁的な放射能対策の取りまとめを行います。 

・「農業振興基本条例」に基づき、農業の持続的な発展を図るため生産基盤強化及び生産性の向上を図り、安定した農業経営と持続可能な農業

を目指します。 

・農業生産と農業経営に係る基盤整備を進め、経営として成り立つ農業の土台づくりを進めます。 

・認定農業者を増やすとともに新規就農者を含めた農業の多様な担い手を育成・支援します。 

・消費者、商工業者及び農業者の相互理解と交流を促進し、地産地消の事業を推進します。 

・「あびこエコ農業推進基本計画」に基づき、環境保全型農業の普及・促進を行います。 

・手賀沼沿い農地の保全活用のための施策を展開します。 

・病害虫被害防止対策及び有害鳥獣被害防止対策を総合的に取り組みます。 

・「商業観光まちづくり大綱」に基づき、事業集に挙げた事業に取り組み、持続的な商業観光振興を図ります。 

・商工会と連携し、商店会や事業者などへの支援を行うとともに、活性化に向けた取り組みなどを進めます。 

・農産物直売所アンテナショップ跡地をはじめ、手賀沼を中心としたさまざまな地域資源を活用して、イベントの開催や誘客に寄与するしく

みづくりに努めます。 

・安全・安心で豊かな消費生活を送れるよう、消費生活相談などを実施し、消費者の支援を行います。 



 

・柴崎地区産業用地整備事業において、地区計画を策定するとともに開発許可にむけた関係機関協議を着実に進めます。 

・我孫子市創業支援等事業計画に基づき、NPO法人や我孫子市商工会などと連携し、起業創業の支援を行います。 

・民間活力により公園坂通りの賑わいの創出を図るとともに、地域経済の活性化につなげます。 

・既存企業の活性化に向けて融資制度等により支援を行うとともに、市民の就労に向けた支援を進めます。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 建設部 

部 局 長 名 篠崎 啓一 

部の運営方針 ●第四次総合計画の基本目標「誰もが安全に安心して暮らせるまちづくり（安全・安心）」では浸水対策の推進、交通安全の推進、「快適で住

み続けたくなるまちづくり（都市基盤・公共交通）」では公共交通の利便性向上、安全で快適な道路の整備、下水道の整備と普及を進めてい

きます。令和６年度は次の事業に取り組みます。  

・安全で快適に通行できる道路を維持するため、市が管理する道路施設を点検し、排水施設や街路樹、街路灯の適切な維持管理を行うととも

に、橋梁や舗装の修繕を進めます。 

・道路の安全性や快適性を確保するため、道路改良事業や公園坂通りの整備、歩道のバリアフリー化、道路排水施設の整備・改修を行います。  

・円滑で快適な移動ができる道路ネットワークの充実を図るため、幹線道路の整備では、下ヶ戸・中里線外１線の残り区間の整備に向けて、関

係機関との協議を引き続き行いながら、用地取得に取り組みます。  

・通学路の安全対策を図るため、布佐小学校入口交差点や、並木小学校通学路（市道００－００９号線）などの道路整備を進めます。 

・安全で快適な自転車利用環境を創出するため、自転車ネットワーク計画を含めた自転車活用推進計画を策定します。 

・警察署・交通安全協会などと連携して交通安全教室や普及啓発活動を推進することで、交通安全意識の向上を図り、交通安全対策に取り組

みます。 

・ＪＲ東日本が駅施設のバリアフリー化事業として実施する我孫子駅緩行線ホームドア工事の支援を行います。  

・あびバスが地域に根付いた公共交通となるよう取り組んでいきます。  

・地域公共交通協議会においては、地域公共交通計画の策定を進めると共に、成田線の利便性を補完するため、布佐駅と天王台駅を結ぶ（仮

称）シャトルバスの実証運行を実施し、地域交通の活性化・維持確保を目指します。  

・老朽化が進む市管理の駅施設については、包括管理受託者が作成した修繕計画に基づき、長寿命化を図ります。  

・公共下水道事業は、経営戦略に基づき地方公営企業として計画的な経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組みます。  

・下水道ストックマネジメント事業は、ストックマネジメント計画に基づき、下水道施設の修繕・改築を行います。  

・下水道の整備は、久寺家１・２丁目地区我孫子第６－１号幹線の整備を進めるほか、引き続き、湖北駅北口地区及び下ヶ戸西側地区の整備を

進め、下水道の普及に努めます。  

・下水道総合地震対策事業は、第Ⅳ期計画（令和６年度～令和１０年度）に基づき、マンホールトイレや重要管路のマンホール浮上防止工事の

設計を行います。  

・水害に強いまちづくりの一環として、床上浸水が発生してきた地区の整備を重点的に進めます。布佐排水区、柴崎排水区では、引き続き雨水



 

  

幹線を整備するほか、子の神排水区では、浸水対策の手法を検討します。また、市内の各地区では、地域特性や水害の発生状況に応じて、応

急的な水害対策工事を行います。 

・災害を未然に防止するため、金谷排水機場の耐用年数が経過したポンプなどの設備を修繕・更新し、施設の機能確保を図ります。 

・既設のポンプ施設や排水施設等が確実に機能するよう定期的点検を行うとともに、計画的に改修するなど適切な維持管理に努めます。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 都市部 

部 局 長 名 中場 聡 

部の運営方針 ●第四次総合計画の基本構想に示す基本目標を実現するため関連施策に取り組むとともに、これに即して定めた都市計画マスタープランに示

す将来都市構想の実現に取り組みます。 

・千葉県が定期に見直す都市計画区域マスタープランについて、関係部局や千葉県と調整を図っていきます。 

・持続可能な都市づくりに向け工業や商業系土地利用の誘導を図るため、事業者や土地所有者をはじめ、関係部局や関係機関との調整、都市

計画決定に向けた手続きを進めていきます。 

・手賀沼沿い斜面林や古利根沼周辺の保全に努めるとともに、市民の森などの緑地を、市民の憩いの場として保全していきます。 

・誰もが安全・安心に使いやすい、快適な公園を目指し、経年劣化により老朽化した遊具の更新など、適切な維持、管理を行い、公園の利用促

進及び魅力の向上に努めます。 

・誰もが暮らしやすい良好な住環境の保全、形成していくため、住まいに係る支援や情報提供の充実、空き家バンクの活用促進を図ります。 

 

●都市部所管の分野別計画の目標を達成するため、計画的に事業を進めていきます。 

・コンパクトな都市構造を維持しながら、まちの利便性と活力の向上につなげるため、適正な土地利用を推進します。 

・緑豊かな都市空間を創出するため、市街地における緑化を推進します。 

・開発行為に関する条例等の適切な運用を行い、秩序ある良好な土地利用を誘導します。土地利用に係る基準については、市の方針に沿った

適切な誘導が出来るよう、必要な見直しを行っていきます。 

・特定行政庁として、総合的な建築行政を進めます。 

・公園の維持管理への市民の係わりを更に進め、市民がより身近で親しみやすい公園にしていきます。 

・千葉北西連絡道路については、本市の交通状況等の課題の解消や、市の発展に寄与する計画となるよう、国や県と協議を進めます。また、情

報収集に努め、市民等に提供していきます。 

・市営住宅の将来需要等を見据え、長寿命化を図るとともに、さらなる入居率の向上に努めます。 

・建築物や屋外広告物等の景観を規制・誘導するとともに、市民団体との協働により景観づくりに関する情報を発信し、市民や事業者ととも

に魅力ある景観づくりを進めます。 

・地震による建築物の倒壊などの被害を未然に防止するため、建築物の耐震化を推進します。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 会計課 

部 局 長 名 会計管理者 小林 修 

部の運営方針 〇健全な行財政運営の確保 

・健全な行財政運営を確保するため、財政部局と連携し、公金の安全で適正な管理運用と円滑な資金調達を図ります。 

・起債償還が集中する９月・３月、支払いが集中する年末・年度末には歳計現金の資金不足が予想されることから、基金からの繰替運用、地方

債の借入時期等を財政当局と協議し、適正な資金管理に努めます。 

〇適正な会計事務の執行 

・支出命令等の審査を厳正に行うとともに、出納、管理、決算調製にわたる会計事務を適正かつ迅速に行います。 

・社会情勢に対応した会計事務を推進するため、DX に対応した事務処理のあり方について、調査・研究を進めるとともに、公金の事務処理環

境の変化に対応した業務の見直しを進めます。 

〇公金の管理運用 

・公金の管理運用は、執行機関と協議し、我孫子市公金管理基準に基づき安全で効率的な管理・運用を図ります。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 水道局 

部 局 長 名 古谷 靖 

部の運営方針 我孫子市水道事業ビジョンや我孫子市水道事業基本計画に掲げた、３つの基本目標及び６つの基本方針に基づき、令和６年度は主に次の取

り組みを実施します。 

 

Ⅰ．安全 

１．良質な水道の維持 

水源から蛇口に至るまでの総合的な水質管理を行うため、「我孫子市水道事業水安全計画」の活用や「我孫子市水道局水質検査計画」に基

づく水質検査を行います。また、自己水源（深井戸）の計画的な機能保全を図るため、「取水井維持活用方針」に基づき、2 か所の井戸につ

いて浚渫工事を行います。 

Ⅱ．強靱 

２．施設強靱性の維持 

浄水場整備では停電時にも継続して浄水場施設を稼働させるため、昨年度からの継続事業である「湖北台浄水場非常用発電機更新工事」及

び「湖北台浄水場高度浄水処理設備監視操作制御盤及び活性炭制御装置盤更新工事」を完了させます。また、令和６年度から７年度までの継

続事業として、市内配水管の末端圧力を監視するため「圧力末端局更新工事」を行います。水道管路整備では、経年配水管路および基幹管路

の耐震化を図るための布設替え工事を行います（総延長は約３ｋｍの予定）。 

３．災害対応の強化 

災害時に対応するため、県内水道事業体間における各種情報伝達訓練に参画するほか、市民と連携した応急給水訓練を行います。また、災

害や水質事故等に即応する危機管理体制強化のため局内で事故対応訓練を行うほか、必要な機材の整備も進めます。 

Ⅲ．持続 

４．事業継続性の確保 

新型コロナウイルス感染症の拡大の波が繰り返される中、ウクライナ情勢を契機とした原材料やエネルギーの価格高騰により、基本計画

および経営戦略において見込んだ計画値と実績値とが乖離し、水道施設の更新や水道事業運営に多大の資金が必要となり、厳しい経営状況

が続いています。このような状況に対応し、水道施設の計画的な更新を進めるため、基本計画および経営戦略を点検・総括し、計画期間の

中間点である令和５年度に、計画期間の後半にあたる令和６年度から令和１０年度までの計画事業の見直しを行いました。 

令和 6 年度は、新たな計画に整合させ事業を進めていきます。 



 

  

水資源の適正運用については、北千葉広域水道企業団からの受水と自己水源（深井戸）の運用コストや災害時等の対応を踏まえた、取・

受水管理を引き続き行います。 

このほか、浄水有効利用のための漏水調査の実施等、継続的な漏水防止対策に引き続き取り組み有収率の向上に努めます。 

収益の確保については、料金未納者への徴収強化に努めます。また、水道未使用者に対する営業活動を行い普及率向上に努めます。 

業務効率化方策では、「浄水場設備運転及び維持管理業務等包括委託」及び「料金・給水・会計業務等包括委託」の着実な実施と官民連

携の推進により、引き続きお客様サービス向上と、更なる業務効率化を検討します。 

令和５年度より、給水装置工事申請件数が増加傾向にあり、給水業務量の増加に対応できるよう、組織の強化を図ります。また、職責に

応じ必要な研修に積極的に参加して職員の技術力向上を図るとともに、次世代の水道実務を担う人材の育成を図ります。 

５．財政健全性の確保 

将来にわたり長期間使用する水道施設の整備に要する費用の負担を、世代間で平準化するために、引き続き企業債を活用します。また、

国庫補助事業の調査・検討を行います。 

６．将来につなげる新施策の考察 

ＩＯＴ技術を活用したスマートメーターなど新技術の動向に注視し、引き続き導入に向けた調査・研究を進めます。また、ＳＤＧｓ（持

続可能な開発目標）17の目標のうち、主に「9 産業と技術革新の基盤をつくろう」に取り組み、安定的に水道水を供給できるよう災害時に

おける応急給水体制の充実を図ります。さらに、総合的な取り組みとして、使用電力の低減や事務で使用する紙の減量に努めるなど、ＳＤ

Ｇｓに向けた取り組みを推進します。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 消防本部 

部 局 長 名 石井 雅也 

部の運営方針 ◎市民の生命、身体及び財産を火災や各種災害から守るとともに、災害の防止や被害の軽減に努めるため、次の取り組みを進めます。 

〇地域の安全安心を確固たるものとするため、消防団、女性防火クラブ、幼年消防クラブ、自主防災組織やその他の外郭団体と連携し、更なる

消防防災体制の強化に努めます。また、地震や豪雨等の突発的な自然災害や新たな感染症を含む各種災害から市民の生命、身体及び財産を

守るため、消防施設・装備等を計画的に整備し、消防・救急救助体制の充実・強化を図るため、人員補強と人材育成に努めていきます。 

〇令和３年２月から運用を開始している１０市消防指令業務の共同運用では、広域的な消防・救急救助体制の強化を図り、市民生活の安全安

心を確保するため、緊急通報の対応を迅速かつ的確に行います。 

〇住宅火災による死傷者ゼロを目指し、住宅用火災警報器の設置率向上と適切な維持管理の促進に努め、各種訓練やイベントを通じて防火・

防災意識の高揚を図り、予防啓発を行います。 

〇公表の対象となる重大な消防法令違反のある防火対象物を出さないため、人命危険や火災発生危険が高い防火対象物の立入検査を重点的に

実施するとともに、消防法令遵守の徹底及び違反の是正指導を行い、市民の安全安心の確保に努めます。 

〇複雑多様化するあらゆる災害に対し、積極的かつ果敢な業務遂行ができるよう専科教育と幹部教育を行い、経験と知識を十二分に活用でき

る教育研修体制の確立に努めます。また、消防職員の服務規律の確保を推進するため、職員の倫理教育を徹底し、組織の強化を図ります。 

〇消防団を中核とした地域防災力の充実・強化を一層推進していくため、地域防災の担い手である消防団員の確保と装備の充実を図るととも

に、各種災害において安全確実に活動できるよう教育と訓練を行います。また、地域の実情を踏まえた消防団体制の在り方について検討し

ていきます。 

〇消防団器具置場については、地域の災害活動拠点として重要な役割を担うため、建築経過年数を踏まえ老朽化が進む施設から計画的に整備

を進めていきます。 

〇救急救命体制の充実・強化を図るため、感染症における感染防止策の徹底とメディカルコントロール体制を基本とした病院前救護の確立に

取り組むとともに、救急救命士の育成、資器材等の整備を進めます。また、一般市民に対する救命講習会の開催、自動体外式除細動器（ＡＥ

Ｄ）の普及と民間事業所への設置及び公表を促進し、救命率の向上につなげます。さらに、重症患者の救急要請に的確に対応できるよう、救

急安心電話相談やこども急病電話相談の活用など、救急車の適正利用に向けたＰＲに努めます。 

〇災害時の活動拠点となる消防施設については、「我孫子市公共施設等総合管理計画」に基づき、老朽化した消防施設の修繕や感染対策及び

機能強化を踏まえた改修を計画的に行い、消防力の強化に努めていきます。（仮称）湖北消防署整備事業については、庁舎等の工事を開始

し、令和８年度の開所に向け事業を進めていきます。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 議会事務局 

部 局 長 名 中野 信夫 

部の運営方針 ○安定した議会運営の推進 

 執行機関との綿密な調整を行い、安定した議会運営に努めます。 

  

○活発な議会審議の推進 

 議会基本条例に沿った議会運営をサポートするとともに、本会議・委員会審議の充実のための情報収集、情報提供を積極的に行います。 

 

○身近な議会の実現 

 読みやすくわかりやすい議会だよりの発行及びインターネット中継などホームページを通しての議会情報の発信を積極的に行います。 

 新議会システムを活用したオンライン会議等を研究し、推進していきます。 

 

○広域な議会連携活動の強化 

 全国・関東市議会議長会役員市として、また、千葉県市議会議長会会長市として広域的な情報交換を行うとともに、議会活動の連携強化に

努めます。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 選挙管理委員会事務局 

部 局 長 名 山元 真二郎 

部の運営方針 【選挙の執行】 

〇令和７年４月に任期満了の千葉県知事選挙に備えるとともに、適正な選挙の執行に努めます。 

【投票環境の整備】 

〇投票しやすい環境づくりを進めるため、引き続き投票区の見直し、投票所の変更及び期日前投票所の見直し等を検討し、適切な投票環境の

向上に努めます。 

【選挙啓発】 

〇明るい選挙推進協議会と連携し、引き続き地道な啓発活動に努めるとともに、高校生を中心とした主権者教育を継続して実施し、若年層の

選挙への関心を高める取組の研究を進めます。また、正しい選挙運動の周知に努めます。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 監査委員事務局 

部 局 長 名 渡辺 健成 

部の運営方針 〇市の行財政運営の健全性と透明性を確保し、もって住民福祉の増進と市政に対する信頼確保を図るため、監査基準に基づいて常に独立的か

つ客観的な立場で公正な監査を行ない、その結果や意見を公表します。 

 

〇定期監査では、公正で合理的かつ効率的な行財政運営が図られるよう、重点監査事項を設けながら、予算の執行や契約事務の適正化、組織

運営の合理化、財源の有効活用などの状況について確認するとともに、必要に応じて指摘・指導を行い、改善を求めていきます。 

 

〇決算審査では、予算の執行や事業経営が適正かつ効率的に行なわれているか、また、決算書等の関係書類が正確に作成されているかなどの

審査を行います。併せて市の財政運営や公営企業経営の健全性を判断するため、健全化判断比率と水道事業会計・下水道事業会計の資金不

足比率の審査を行います。 

 

〇財政援助団体等の監査では、市からの補助金等交付団体や市の出資団体等に対し、財務事務等が適正かつ効率的に執行されているかなどの

監査を行います。 

 

〇市の一般会計及び特別会計と水道事業会計・下水道事業会計の現金出納事務については、毎月、適正に執行されているかを検査します。 

 

〇監査での指摘・指導事項については、的確に改善されるよう継続的なフォローを行います。 

 

〇法令の改正等については、十分な情報収集を行い、事務局内での情報共有を図り、監査体制の強化に取り組みます。 

 

〇適切で実効性のある監査を実施するため、研修会への積極的な参加や他市等との連携を図るとともに、監査情報の収集に努め監査委員への

サポート体制の充実を図ります。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 農業委員会事務局 

部 局 長 名 柏木 幸昌 

部の運営方針 ・農業委員会等に関する法律の趣旨を踏まえ、農業委員と農地利用最適化推進委員が連携し、農地等の利用の最適化（担い手への集積・集約

化、耕作放棄地の発生防止・解消、新規参入の促進）に努めます。 

・農地の売買や転用について、農業者を代表する機関として、公平・公正に審査します。 

・農政課と連携し、農業の担い手の育成に努めるとともに、農業後継者の確保に取り組みます。                                                     

・遊休農地や無断転用の発生・防止に努めます。 

・農業における女性リーダーの育成、複数の女性農業委員と農地利用最適化推進委員の登用促進に向けた取り組みを進めます。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 教育総務部 

部 局 長 名 山田 和夫 

部の運営方針 「我孫子市教育大綱」と「我孫子市教育振興基本計画」に基づき、教育行政を推進します。 

 『確かな学力と豊かな心、健やかな体を育み、子ども一人ひとりがいきいきと輝く魅力ある学校づくりを推進します。』 

〇学校教育環境の充実 

・「学校施設個別施設計画」に基づき、子ども達が安心して快適に学べる教育・学習環境の充実を図ります。 

・布佐中学校区の学校の在り方について「布佐中学校区の学校の在り方検討委員会」を開催し、施設一体型の小中一貫教育を含めた検討を行

い、布佐中学校区の児童生徒にとって、最適な教育環境、学校の在り方についてまとめた方向性に基づき事業を進めていきます。 

・「我孫子市学校職員の働き方改革推進プラン」に基づき、教職員が、生き生きと健康でやりがいを持って子どもに向き合える環境となるよう

に取り組みます。 

・信頼される学校づくりを推進するため、教職員のモラールアップ研修、不祥事防止研修を積極的に実施します。教育委員会と各学校の連携

を密にし、風通しの良い組織体制と職場環境整備に取り組みます。 

〇子どもがいきいきと輝く学校づくり   

・「主体的・対話的で深い学び」の実現にむけた授業改善の推進に努めます。 

・市費で配置している外国語指導助手（ＡＬＴ）、ＩＣＴ教育支援員、理数教育支援員、学校司書、スクールサポート教員、学級支援員等会計

年度任用職員の効果的な活用と配置に努めます。 

・Ｑ―Ｕ検査（ＷＥＢＱＵ）（楽しい学校生活を送るためのアンケート）及びいじめアンケートを継続して実施し、個々の子ども達へのきめ細

かな対応に取り組むとともに学級経営を支援します。 

・給食における地産地消の推進をはじめ、食に関する教育の充実やスポーツに関する教育を通して体力の向上に努めます。 

・学校給食費については、保護者の負担を増大させることなく物価高騰等による食材料費の増額に対応するため、令和５年度に引き続き、増

額分を補助します。また、市立小中学校に在籍する第 3 子以降の児童生徒の学校給食費無償化事業を引き続き実施するとともに、令和 5 年

1 月から子育て世帯への経済的負担軽減策として行っている、市立小中学校に在籍する第 1 子、第 2 子の児童生徒への学校給食費月額 1,000

円の支援及び、令和５年 10 月から開始している食物アレルギー等により学校給食の提供を受けられず、毎食弁当を持参している児童生

徒の保護者に対する支援についても、継続していきます。 

・『小中一貫教育の推進』に努め、各中学校区で作成したグランドデザインを達成すべく支援します。小中一貫教育基本方針に基づき作成した

共通カリキュラムを、全中学校区で計画的に教育課程に組み込んで進められるよう支援します。また、ＧＩＧＡスクール構想に基づき整備



 

  

された一人一台端末を活用し、ＩＣＴ教育を一層推進します。  

・幼保小連携については、「交流」と「カリキュラム」で連携を深めていきます。 

・郷土の歴史や文化に関する教育を充実させて郷土愛の育成を図ります。 

・国や千葉県の示す部活動の地域移行については、部活動支援員を配置しながら我孫子市の実情等を十分に把握し、適切に行われるように、

生涯学習部や関係団体等と連携し、体制を整備していきます。 

・各学校における学校運営協議会の適正な運用を確保し、地域学校協働活動の充実、学校評価の活用を図りながら学校と地域との連携・協働

体制を構築し、地域とともにある学校づくりを推進します。 

・不登校対策を推進するため、教育支援センター（適応指導教室）・校内教育支援センターは一人ひとりの子どもに合った教育の在り方を考え

支援します。また、校内教育支援センターを中核とした相談・支援体制をさらに充実させます。 

・いじめ防止対策推進条例及びいじめ防止対策基本方針に基づき、いじめを人権侵害と認識し未然防止に取り組みます。また、関係機関と連

携し、健全に子どもが成長できるよう引き続き支援していきます。 

〇子どもの成長に応じた発達への支援   

・自立への支援を図るため、就学支援制度などの活用を推進します。 

・支援が必要な児童生徒とその保護者に対し、学校、家庭、子ども相談課等の関係機関と一層の連携を図り、支援するため教育相談センターの

相談体制の充実に努めます。 

・特別支援教育の充実を図るため、発達障害特性に関する一定の知識・技術を持つ教育支援センターの専門職が専門性を発揮し、学校全体と

しての専門性が確保できるよう相談・支援体制を充実させます。 

・療育・教育システムの充実と切れ目のない支援など子ども部及び健康福祉部との連携を強化します。 



様式第 1 号 令和６年度 部の運営方針管理書 

部 局 名 生涯学習部 

部 局 長 名 菊地 統 

部の運営方針 〇生涯学習環境の充実 

・公民館、図書館、鳥の博物館などでは、互いに連携しながら地域特性や社会動向、学習ニーズを踏まえた学習機会の充実に努めます。また、

学習情報の提供・学習相談等により、自主的な学習活動を支援します。 

・鳥の博物館では、鳥の博物館展示リニューアル基本計画策定に向けて、令和 5 年度に引き続き検討を進めます。 

・図書館では、「子どもの読書活動推進計画（第二次）」に基づき、学校や関係機関等と連携しながら、子どもと子どもに関わる大人が主体的

に読書活動を行えるよう環境を整え推進していきます。読書バリアフリーの観点を念頭に、多くの市民に図書館利用が浸透するようこれま

で以上に移動図書館車の活用と電子書籍の導入に向けた取組を進めます。 

・施設の整備・充実では、公民館、図書館、鳥の博物館などの施設機能の充実に努めます。適正な維持管理や計画的な修繕を行うとともに、学

校施設や既存施設を有効活用し、身近な学習の場の確保に努めます。 

・学習で得た知識や経験を社会で活かすしくみづくりを進め、まちづくり活動へと発展するよう支援します。 

・新たな文化交流拠点施設について、関係課と情報共有するとともに、これまでのアンケートや各文化団体の考え方等を踏まえ、持続可能な

財政運営についても考慮しながら、引き続き施設整備の方向性について検討していきます。 

〇歴史文化財の保存・継承と文化の振興 

・市民が文化芸術に触れ、参加できる機会を充実するとともに、文化芸術活動の創出や地域固有の文化の保存・継承に取り組みます。 

・「文化財保存活用地域計画」に基づき、杉村楚人冠記念館、旧村川別荘、旧井上家住宅などの史跡や白樺文学館などの文化的資源を「我孫子

遺産」として積極的に保存・活用し、さらに効果的な事業運営に取り組みます。また、令和５年度より運用を開始した文化財データベース

「あび☆デジ」の内容を充実させ、広く一般に向けた文化財の周知に努めます。旧井上家住宅においては、新たに屋外トイレを設置したこ

とを受けて、より多くの方に訪れていただけるようにイベント等を実施します。 

・学校部活動の地域移行に伴い、昨年度設置した部活動地域移行検討委員会において、スポーツや文化の関係団体や保護者、学識経験者など

から意見を聞きながら、移行の方針を定めていきます。 

〇スポーツの振興 

・令和 4 年度に策定した「我孫子市スポーツ推進計画」に基づき、スポーツ協会、スポーツ少年団、スポーツ推進委員など地域の人材と連携

したイベントの実施、総合型地域スポーツクラブの活動支援などを通して、身近な場所でスポーツを楽しみ、健康な生活が送れるよう生涯

スポーツを推進します。また、生涯スポーツを支える指導者の育成に関係団体等と連携して取り組みます。 



 

・体育施設の整備・充実では、市民体育館をはじめとした体育施設の計画的な修繕を行うとともに、学校体育施設開放の適切な管理運営、民間

スポーツ施設の活用や近隣市のスポーツ施設との相互利用によるスポーツ・レクリエーション活動の環境づくりに取り組みます。 

・学校部活動の地域移行に伴い、スポーツ協会やスポーツ少年団など地域のスポーツ団体と協働し新たな体制づくりを進めます。 

・五本松運動広場について、サッカーやラグビーを中心とした屋外競技に利用可能なグラウンドを、昨年度策定した基本計画に基づき再整備

を進めていきます。 


